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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第68期
第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (千円) 8,394,899 8,146,714 15,464,692

経常利益 (千円) 1,246,846 1,189,908 1,906,901

四半期(当期)純利益 (千円) 816,406 731,716 1,222,966

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 829,301 864,953 1,315,187

純資産額 (千円) 11,515,382 12,980,804 12,261,176

総資産額 (千円) 19,743,237 22,233,828 21,211,819

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 29.51 26.22 44.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.3 58.1 57.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,163,543 1,393,207 916,652

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 303,948 △ 362,694 △630,351

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 524,706 △ 307,374 353,077

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,206,667 6,400,442 5,622,982
 

 

回次
第68期
第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.87 4.58
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善もみられたことから、景気は緩や

かな回復基調が続きました。しかし、中国や新興国における経済成長の減速懸念や欧州の債務問題等、また、国内

では物価上昇の懸念から個人消費の回復が低迷する等、景気の先行きについては不透明な状況が続いております。

　計測機器業界におきましては、一部の大手企業を中心に設備投資の増加など、需要の回復が見られる状況となり

ましたが、消費低迷に伴う企業の生産活動低下により、新規設備投資計画は依然として慎重であり、全体としては

本格的な需要回復に至っていない状況となっております。

　このような事業環境のなか、当企業グループは、第４次中期経営計画の最終年度として、新たな事業領域の開拓

とグローバルビジネスの拡充をはかる各種施策に取り組んでまいりました。しかしながら、前年同期における消費

税増税に伴う駆け込み特需をカバーするまでには至らなかったこと、大型案件や企業の設備投資予算の執行遅れ等

から、当第２四半期連結累計期間における受注高は7,441百万円（前年同期比5.1％減）、売上高は、8,146百万円

（前年同期比3.0％減)となりました。

　収益につきましては、採算性の良い汎用品の拡販や原価低減に努めたものの、売上高の減収および販売管理費の

増加により、営業利益は1,156百万円（前年同期比5.7％減）、経常利益は1,189百万円（前年同期比4.6％減）、四

半期純利益は731百万円（前年同期比10.4％減）となりました。

　セグメント別の状況は、次のとおりであります。

①計測機器セグメント

　センサ及び計測機器等の製品販売につきましては、センサ、測定器の汎用品は民間の堅調な設備投資等により増

加したものの、特注品やシステム製品の大型案件が少なく、売上高は6,961百万円（前年同期比4.7％減）となりま

した。

　保守・修理部門につきましては、保守・点検業務および機器修理が堅調に推移し、売上高は467百万円（前年同期

比9.2％増）となりました。

　以上その他を含め、計測機器セグメントにつきましては、売上高は7,429百万円（前年同期比3.9％減）となりま

した。また、セグメント利益（売上総利益）は3,057百万円（前年同期比0.4％減）となりました。

　

②コンサルティングセグメント

　コンサルティングセグメントにつきましては、ダムの安全性を計測するセンサ設置等のダム関連分野や各種計測

業務分野が堅調に推移し、売上高は717百万円（前年同期比8.5％増）となりました。また、セグメント利益（売上

総利益）は265百万円（前年同期比1.8％減）となりました。
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(2)財政状態の分析

 (資産の部)

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は22,233百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,022百万円の増加とな

りました。

 流動資産は15,206百万円となり、前連結会計年度末に比べ279百万円の増加となりました。その主な要因は、現金

及び預金が977百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が328百万円、有価証券が200百万円、たな卸資産が170

百万円それぞれ減少したことによるものであります。

 固定資産は7,026百万円となり、前連結会計年度末に比べ742百万円の増加となりました。その主な要因は、有形

固定資産が794百万円増加したことによるものであります。

(負債の部)

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は9,253百万円となり、前連結会計年度末に比べ302百万円の増加となり

ました。

 流動負債は5,841百万円となり、前連結会計年度末に比べ463百万円の増加となりました。その主な要因は、支払

手形及び買掛金が140百万円、設備関係支払手形が899百万円増加した一方で、未払法人税等が115百万円、未払費用

が212百万円それぞれ減少したことによるものであります。

 固定負債は、3,411百万円となり、前連結会計年度末に比べ161百万円の減少となりました。その主な要因は、長

期借入金が238百万円増加した一方で、退職給付に係る負債が362百万円減少したことによるものであります。

(純資産の部)

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は12,980百万円となり、前連結会計年度末に比べ719百万円の増加とな

りました。その主な要因は、利益剰余金が配当に伴う減少277百万円と四半期純利益による増加731百万円及び退職

給付に関する会計方針の変更による増加200百万円による差引き等で687百万円増加したことによるものでありま

す。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ777百万円増加し、6,400百万

円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期純利益1,189百万円、減価償却費308百

万円、売上債権の減少361百万円、たな卸資産の減少186百万円、仕入債務の増加132百万円等の資金流入に対し、法

人税等の支払424百万円等の資金流出があり、全体では1,393百万円の資金流入（前年同四半期は1,163百万円の資金

流入）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得283百万円、無形固定資産の取得44百万

円等の資金流出があり、全体では362百万円の資金流出（前年同四半期は303百万円の資金流出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、株式給付信託設定に伴う長期借入れによる収入250百万円、

株式給付信託に係る自己株式の処分による収入101百万円の資金流入がありましたが、長期借入金の返済87百万円、

配当金の支払276百万円、株式給付信託による自己株式の取得249百万円等により、全体では307百万円の資金流出

（前年同四半期は524百万円の資金流出）となりました。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(5)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は465百万円であります。なお、当第２四半期連結累計期間におい

て当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,058,800 28,058,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 28,058,800 28,058,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

       該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

       該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

       該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 28,058,800 ― 1,723,992 ― 1,759,161
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(6) 【大株主の状況】

平成27年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

共和電業従業員持株会 東京都調布市調布ケ丘３－５－１ 1,853 6.60

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 1,352 4.81

共和協栄会 東京都調布市調布ケ丘３－５－１ 1,203 4.29

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 1,029 3.66

株式会社ニッカトー 大阪府堺市堺区遠里小野町３－２－24 814 2.90

株式会社チノー 東京都板橋区熊野町32－８ 711 2.53

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 699 2.49

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 550 1.96

CBLDN KIA FUND 136
(常任代理人 シティバンク銀行株
式会社)

MINITRIES COMPLEX POBOX 64 SATAT 13001
KUWAIT
(東京都新宿区新宿６－27－30)

480 1.71

資産管理サービス信託銀行株式会
社(信託Ｅ口)

東京都中央区晴海１－８－12 478 1.70

計 ― 9,172 32.68
 

(注) １ 資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有している株式478千株は、「株式給付信託(従業員持株

会処分型)」を導入したことに伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が取得したものでありま

す。なお、当該株式は四半期連結財務諸表上、自己株式として処理しております。

    ２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

            日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社        1,352千株

            日本マスタートラスト信託銀行株式会社              699千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 47,600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,999,500
279,995 ―

単元未満株式
普通株式

11,700
― ―

発行済株式総数 28,058,800 ― ―

総株主の議決権 ― 279,995 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式のうち、478,400株(議決権の数4,784個)につきましては、「株式

給付信託(従業員持株会処分型)」を導入したことに伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社が所有している

ものであります。

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式19株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社共和電業
東京都調布市調布ヶ丘
３－５－１

47,600 ― 47,600 0.17

計 ― 47,600 ― 47,600 0.17
 

　(注) 平成27年６月30日現在の自己株式数は、47,619株であります。

 

２ 【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,409,898 5,387,423

  受取手形及び売掛金 ※１  5,045,805 4,717,517

  有価証券 1,600,000 1,400,000

  商品及び製品 951,237 1,021,309

  仕掛品 1,229,298 917,593

  未成工事支出金 76,734 60,583

  原材料及び貯蔵品 1,260,314 1,347,839

  その他 355,295 363,162

  貸倒引当金 △990 △8,497

  流動資産合計 14,927,594 15,206,932

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,290,065 3,041,190

   その他（純額） 1,939,360 1,982,285

   有形固定資産合計 4,229,426 5,023,475

  無形固定資産 168,366 154,669

  投資その他の資産   

   その他 1,886,507 1,849,734

   貸倒引当金 △75 △982

   投資その他の資産合計 1,886,431 1,848,751

  固定資産合計 6,284,225 7,026,896

 資産合計 21,211,819 22,233,828

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,554,568 1,695,483

  短期借入金 1,480,000 1,450,000

  未払法人税等 346,192 230,337

  賞与引当金 182,987 212,298

  役員賞与引当金 49,100 20,149

  その他 1,764,330 2,232,910

  流動負債合計 5,377,179 5,841,178

 固定負債   

  長期借入金 1,371,600 1,609,700

  退職給付に係る負債 1,971,842 1,609,428

  役員退職慰労引当金 142,871 97,871

  資産除去債務 12,156 12,277

  その他 74,993 82,568

  固定負債合計 3,573,464 3,411,845

 負債合計 8,950,643 9,253,023
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,723,992 1,723,992

  資本剰余金 1,809,980 1,854,080

  利益剰余金 8,157,557 8,844,980

  自己株式 △71,417 △263,918

  株主資本合計 11,620,112 12,159,135

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 291,595 418,093

  為替換算調整勘定 122,773 133,451

  退職給付に係る調整累計額 226,693 210,738

  その他の包括利益累計額合計 641,063 762,283

 少数株主持分 － 59,385

 純資産合計 12,261,176 12,980,804

負債純資産合計 21,211,819 22,233,828
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

 【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 8,394,899 8,146,714

売上原価 5,056,839 4,824,432

売上総利益 3,338,059 3,322,281

販売費及び一般管理費 ※１  2,111,252 ※１  2,166,000

営業利益 1,226,806 1,156,281

営業外収益   

 受取利息 7,611 7,961

 受取配当金 21,777 26,144

 保険配当金 12,126 12,660

 その他 12,681 13,725

 営業外収益合計 54,197 60,490

営業外費用   

 支払利息 16,080 14,096

 為替差損 10,786 6,240

 その他 7,290 6,526

 営業外費用合計 34,157 26,863

経常利益 1,246,846 1,189,908

特別損失   

 ゴルフ会員権評価損 － 700

 特別損失合計 － 700

税金等調整前四半期純利益 1,246,846 1,189,208

法人税、住民税及び事業税 398,484 300,975

法人税等調整額 31,955 136,910

法人税等合計 430,439 437,885

少数株主損益調整前四半期純利益 816,406 751,323

少数株主利益 － 19,606

四半期純利益 816,406 731,716
 

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

11/21



 【四半期連結包括利益計算書】

 【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 816,406 751,323

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 37,869 126,498

 為替換算調整勘定 △24,975 3,087

 退職給付に係る調整額 － △15,955

 その他の包括利益合計 12,894 113,630

四半期包括利益 829,301 864,953

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 829,301 847,999

 少数株主に係る四半期包括利益 － 16,953
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,246,846 1,189,208

 減価償却費 195,347 308,691

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,452 8,414

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △61,582 －

 退職給付に係る負債の増減額(△は減少) － △76,055

 賞与引当金の増減額（△は減少） 33,873 29,310

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,128 △28,950

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,203 △44,999

 受取利息及び受取配当金 △29,389 △34,105

 支払利息 16,080 14,096

 売上債権の増減額（△は増加） 105,034 361,197

 たな卸資産の増減額（△は増加） △634 186,443

 仕入債務の増減額（△は減少） 372,763 132,472

 その他 △296,026 △246,830

 小計 1,554,528 1,798,893

 利息及び配当金の受取額 29,877 34,019

 利息の支払額 △16,402 △14,764

 法人税等の支払額 △404,459 △424,941

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,163,543 1,393,207

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） △16,620 △64

 関係会社株式の取得による支出 △3,094 △34,644

 有形固定資産の取得による支出 △268,913 △283,042

 無形固定資産の取得による支出 △23,395 △44,134

 その他 8,076 △809

 投資活動によるキャッシュ・フロー △303,948 △362,694

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） － △30,000

 長期借入れによる収入 250,000 250,000

 長期借入金の返済による支出 △538,703 △87,395

 自己株式の取得による支出 － △249,734

 自己株式の処分による収入 45,403 101,334

 配当金の支払額 △273,898 △276,109

 その他 △7,508 △15,468

 財務活動によるキャッシュ・フロー △524,706 △307,374

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32,119 4,723

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 302,769 727,861

現金及び現金同等物の期首残高 4,903,898 5,622,982

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 49,598

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,206,667 ※１  6,400,442
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

  該当事項はありません。

 

 (連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度まで非連結子会社であったKYOWA DENGYO THAILAND CO.,LTD.は、重要性が増したため、第１四半

期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

 (会計方針の変更等)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更いたしまし

た。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第２四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が310,108千円減少し、利益剰余金が200,925

千円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

 

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用)　

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27

年３月26日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。

　この結果、当第２四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

 (追加情報)

 (株式給付信託に関する会計処理について)

　当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上にかかるインセンティブの付与を目的として、従業

員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引をおこなっております。

１ 取引の概要

　当社は、平成27年６月、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」といいます。）を導入い

たしました。

　本制度の実施にともない、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」といいます。）

を受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下かかる契約に基づいて設定される信託を

「本信託」といいます。）を締結いたしました。また、受託者は、資産管理サービス信託銀行株式会社（以下

「信託Ｅ口」といいます。）を再信託受託者として当社株式などの本信託の信託財産を再信託する契約を締結し

ております。

　信託Ｅ口は、信託設定後３年間にわたり「共和電業従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）が取得す

る見込みの当社株式を取得し、定期的に持株会に対して売却をおこなっております。信託終了時までに、信託Ｅ

口による持株会への当社株式の売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それ

を残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配いたします。また、当社は、信託Ｅ口が当社株

式を取得するために受託者がおこなう借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株式の株価の

下落により株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当該残債を弁済することとなります。

 

２ 信託に残存する自社の株式

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第２四半期連結会計期間249,734千円、

478,400株であります。
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３ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

 当第２四半期連結会計期間250,000千円　

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会

計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

受取手形  109,759千円 ―
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 ※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年６月30日)

給与手当 624,979千円 646,083千円

賞与引当金繰入額 76,833 〃 77,969 〃

役員賞与引当金繰入額 20,471 〃 20,149 〃

退職給付費用 47,482 〃 36,929 〃

役員退職慰労引当金繰入額 15,183 〃 13,940 〃

貸倒引当金繰入額 ― 〃 8,414 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

      次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年６月30日)

現金及び預金 4,853,287千円 5,387,423千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 376,620 △ 386,981

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 730,000 1,400,000

現金及び現金同等物 5,206,667 6,400,442
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日
定時株主総会

普通株式 280,115 10 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金
 

(注)配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金3,850千円を含めております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日
定時株主総会

普通株式 280,111 10 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金
 

(注)配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金2,224千円を含めております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当第２四半期連結会計期間におきまして、「株式給付信託(従業員持株会処分型」の信託契約に基づき自己株式を

249,734千円取得しております。その結果、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は263,918千円となって

おります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額
 

計測機器
コンサル
ティング

計

売上高      

 外部顧客への売上高 7,733,372 661,526 8,394,899 ― 8,394,899

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,733,372 661,526 8,394,899 ― 8,394,899

セグメント利益 3,068,138 269,920 3,338,059 ― 3,338,059
 

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

 

2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額
 

計測機器
コンサル
ティング

計

売上高      

 外部顧客への売上高 7,429,034 717,679 8,146,714 ― 8,146,714

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,429,034 717,679 8,146,714 ― 8,146,714

セグメント利益 3,057,183 265,097 3,322,281 ― 3,322,281
 

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

 

2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、「普通株式の期中平均

株式数」は、株式給付信託口が所有する当社株式を自己株式数に含めて算定しております。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 29.51円 26.22円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(千円) 816,406 731,716

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 816,406 731,716

   普通株式の期中平均株式数(千株) 27,664 27,903
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利

益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

   １株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第２四半期累計期

間108,100株であります。
 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２７年８月１１日

株式会社共和電業

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士   鈴   木   真 一 郎   印
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士   大   和   哲   夫   印
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士   鳥   羽   正   浩   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共

和電業の平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成２７年４

月１日から平成２７年６月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２７年１月１日から平成２７年６月３０日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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